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議第18号

平成28年度京都市公共下水道事業特別会計予算

（総則）

第１条　平成28年度京都市公共下水道事業特別会計の予算は，次に定めると

ころによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

区　　分
事　　項 　事 業 量　 　　概 要　　

年 間 流 入 下 水 量
m3

353,863,000

１ 日 平 均 流 入 下 水 量 969,000

主 要 な 建 設 改 良 事 業
千円

　公共下水道建設事業 17,900,000

　　下水道機能維持・向上対策　　　　　　　 9,960,000 地震対策及び改築更新

　　浸 水 対 策 3,829,000 雨水幹線等の整備

　　水 環 境 対 策 2,761,000 合流式下水道の改善及び高度処
理施設の整備　　　　　　　

　　創エネルギー対策 1,350,000 汚泥消化タンク等の整備

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収　　　　入

第１款　公共下水道事業収益　 52,370,000千円

　第１項　事 業 収 益 44,244,879千円

　第２項　事 業 外 収 益 8,125,121千円

支　　　　出

第１款　公共下水道事業費用　 48,061,000千円

　第１項　事 業 費 用 40,684,037千円
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　第２項　事 業 外 費 用 7,376,963千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額21,398,000千円は，当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額913,000千円，当年度利益剰余金処分額及

び損益勘定留保資金20,485,000千円で補塡するものとする。）。

収　　　　入

第１款　公共下水道事業資本的収入 21,369,912千円

　第１項　企 業 債 13,938,000千円

　第２項　出 資 金 2,557,738千円

　第３項　国 庫 補 助 金 4,616,010千円

　第４項　工 事 負 担 金 230,383千円

　第５項　そ の 他 資 本 的 収 入 27,781千円

第２款　水洗便所築造工事資金貸付事業資本的収入　　　　　 27,088千円

　第１項　貸 付 金 回 収 金 13,888千円

　第２項　他 会 計 借 入 金 13,200千円

　　　　合　　　　　計 21,397,000千円

支　　　　出

第１款　公共下水道事業資本的支出 42,767,912千円

　第１項　建 設 改 良 費 18,890,602千円

　第２項　企 業 債 償 還 金 23,877,310千円

第２款　水洗便所築造工事資金貸付事業資本的支出　　　　　 27,088千円

　第１項　貸 付 金 25,988千円

　第２項　他会計借入金償還金 1,100千円

　　　　合　　　　　計 42,795,000千円
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（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のと

おりと定める。

　事 項　 　　期 間　　 　限 度 額　

公 共 下 水 道 建 設 事 業 平成29年度から平成31年度
まで　　　　　　　　　

千円
12,000,000

施 設 運 転 管 理 等 業 務 平成29年度から平成31年度
まで　　　　　　　　　 2,638,000

（企業債）

第６条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のと

おりと定める。

　起 債 の 目 的　 限　　度　　額 起債の方法 利　率 償還の方法

公共下水道建設事業費

千円

9,590,000 発行価格が額面金額を下回
るときは，そ
の発行価格差
減額を埋める
ため必要な金
額をこれに加
算した額

証 券 発 行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
又は消費貸
借の方法に
よる。

％

8.0以内

起債の日から据
置期間を含め40
年以内に，元利
均等その他の方
法により償還す
る。ただし，財
政の都合その他
によっては，繰
上償還をするこ
とができる。

流域下水道建設分担金 329,000

計 9,919,000

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は，9,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次の

とおりと定める。

　⑴　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における事業費用及び事業

外費用の間の流用

（利益剰余金の処分）
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第９条　当年度利益剰余金のうち3,386,388千円は，次のとおり処分するもの

と定める。

　　　　減債積立金 3,386,388千円　　

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は，3,000千円と定める。

平成28年２月24日提出

京 都 市 長 門 川 大 作


